
情報公開規程

平成17年10月１日

17（規程）第56号

（最終改正）令和６年３月28日

令05（規程）第70号

第１章　総則

（目的）

第１条　この規程は、独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成13年法律第140号。以下「法」

という。）に定める法人文書の開示等についての国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下「機構」と

いう。）における事務（以下「情報公開事務」という。）の処理に係る必要な事項を定め、機構の情報公開の

適正かつ円滑な運用に資することを目的とする。

（法の遵守、個人情報の保護）

第２条　機構は、法第１条の目的を十分に理解して、情報公開にあたらなければならない。

２　機構は、個人情報の保護については、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）の規定に基づき

取り扱わなければならない。

（定義）

第３条　この規程において、「文書」とは、法第２条第２項において定義される「法人文書」をいう。

第２章　情報公開の体制

（情報公開担当課）

第４条　情報公開を担当する部課（以下「情報公開担当課」という。）は次のとおりとする。

（１） 総務部法務課（以下「法務課」という。）

（２） 東海拠点、大洗拠点、東濃拠点及び幌延拠点においては総務・共生課

（３） 敦賀拠点においては地域共生・広報課

（４） 福島拠点、人形峠拠点及び青森拠点においては総務課

（情報公開担当課の業務）

第５条　法務課における業務は次のとおりとする。

（１） 開示請求の相談、案内、受付等に関すること。

（２） 開示請求に係る文書を所掌する部署（以下「主管部署」という。）との調整に関すること。

（３） 開示請求に係る事案の処理の進行管理に関すること。

（４） 事案の移送に係る手続に関すること。

（５） 法第14条第２項及び第３項に基づく第三者に対する意見照会に係る手続に関すること。

（６） 開示決定等に係る手続に関すること。

（７） 開示の実施に係る手続に関すること。

（８） 審査請求に係る手続に関すること。

（９） その他機構の情報公開に必要なこと。

２　前条第２号から第４号に規定する情報公開担当課（以下「窓口課」という。）における業務は次のとおりと

する。

（１） 開示請求の相談、案内、受付等に関すること。



（２） 窓口課が所掌する組織（以下「窓口課所掌組織」という。）が主管部署となる事案について、次に掲

げること。

イ　法務課及び主管部署との調整

ロ　開示請求に係る事案の処理の進行管理

ハ　その他開示請求に係る対応

（３） 開示の実施に係る手続に関すること。

（４） その他窓口課所掌組織の情報公開に必要なこと。

第３章　開示請求、事案の移送、開示決定等、開示の実施

（開示請求の受付）

第６条　情報公開担当課は、法第４条第１項に基づく開示請求があった場合は、これを受け付けるものとする。

ただし、開示請求書に形式上の不備があると認めるときは、開示請求者に対し、相当の期間を定めて、補正を

求めるものとする。

２　窓口課は、前項の規定により開示請求を受け付けた場合は、開示請求を受けた旨を速やかに法務課に報告す

るものとする。

（事案の移送）

第７条　法務課は、前条の規定により受け付けた開示請求が法第12条第１項又は法第13条第１項の規定に該当す

る場合は、当該独立行政法人等又は行政機関と事案の移送について協議するものとする。

２　法務課は、前項の規定により協議した結果、当該独立行政法人等又は行政機関へ事案を移送した場合は、開

示請求者に対し、事案を移送した旨を書面により通知するものとする。

（主管部署への通知）

第８条　情報公開担当課は、第６条の規定により開示請求を受け付けた場合は、主管部署を直ちに特定して、開

示請求を受けた旨を当該主管部署へ通知するものとする。

（開示情報の案の作成）

第９条　主管部署は、前条の規定により通知を受けた場合は、情報公開担当課と協議の上、開示請求に係る文書

を特定するとともに、不開示情報を除いた開示すべき情報の案を作成し、情報公開担当課へ通知するものとす

る。

２　前項に規定する開示すべき情報の案の作成において、開示請求が法第14条の規定に該当する場合は、当該第

三者に対し、開示請求に係る必要事項を通知して、意見書を提出する機会を与えることができる。

（開示決定等）

第１０条　窓口課は、前条第１項の規定により通知を受けた場合は、当該内容を審査の上、開示決定等に係る手

続を速やかに法務課に依頼するものとする。

２　法務課は、前条第１項の規定により通知を受けた場合又は前項の規定により依頼を受けた場合は、当該内容

を審査の上、開示決定等に係る手続を行うものとする。

３　法務課は、前項の規定により開示決定等をした場合は、開示請求者等に対し、その結果を速やかに通知する

ものとする。

（開示の実施）

第１１条　情報公開担当課は、開示の実施に当たっては、開示請求者の便宜を図るよう努めることとする。

（手数料）



第１２条　機構は、別に定めるところにより、開示請求に係る手数料又は開示の実施に係る手数料を開示請求者

に求めるものとする。

２　前項の手数料は、別に定めるところにより、減額又は免除することができるものとする。

第４章　審査請求

（審査請求）

第１３条　法第18条第１項に基づく審査請求があった場合は、審査請求の内容を審査の上、審査請求に対する裁

決を行うものとする。

（情報公開・個人情報保護審査会への諮問）

第１４条　前条の規定による決定が次の各号のいずれかに該当する場合を除き、情報公開・個人情報保護審査会

に諮問するものとする。

（１） 審査請求が不適法であり、却下するとき。

（２） 裁決で、審査請求に係る開示決定等（開示請求に係る文書の全部を開示する旨の決定を除く。）を取

り消し又は変更し、当該審査請求に係る文書の全部を開示することとするとき。ただし、当該開示決定等

について反対意見書が提出されているときを除く。

２　前項の規定により諮問を行った場合は、審査請求人等に対し、諮問をした旨を速やかに通知するものとす

る。

３　第１項の規定による諮問は、特段の事情がない限り、審査請求到達から90日以内に行うものとする。

４　情報公開・個人情報保護審査会から答申を受けた場合は、特段の事情がない限り、60日以内に裁決を行うも

のとする。

（情報公開・個人情報保護審査会の答申の尊重）

第１５条　前条の規定により諮問をした事案につき、情報公開・個人情報保護審査会から答申を受けた場合は、

答申の内容を十分考慮の上、速やかに審査請求に対する裁決を行うものとする。

第５章　情報提供

（情報提供）

第１６条　機構は、法の趣旨にのっとり、積極的に情報提供をするよう努めるものとする。

第６章　情報公開委員会

（情報公開委員会）

第１７条　機構は、別に定めるところにより、情報公開委員会（以下「委員会」という。）を設置するものとす

る。

２　委員会は、情報公開に係る重要事項等について、審議又は検討を行うものとする。

第７章　補則

（文書の管理）

第１８条　機構は、保有する文書を適正に管理するものとする。

（細則補則の制定）

第１９条　この規程に定めるもののほか、この規程を実施するに当たって必要な事項は、別に定める。

附　則



この規程は、平成17年10月１日から施行する。

附　則（平成19年４月20日　19（規程）第11号）

この規程は、平成19年４月20日から施行する。

附　則（平成26年３月31日　25（規程）第72号）

この規程は、平成26年４月１日から施行する。

附　則（平成27年３月27日　26（規程）第143号）

この規程は、平成27年４月１日から施行する。

附　則（平成28年３月28日　27（規程）第143号）

この規程は、平成28年４月１日から施行する。

附　則（平成30年３月26日　29（規程）第127号）

この規程は、平成30年４月１日から施行する。

附　則（令和３年３月24日　令02（規程）第117号）

この規程は、令和３年４月１日から施行する。

附　則（令和４年３月25日　令03（規程）第124号）

この規程は、令和４年４月１日から施行する。

附　則（令和６年３月28日　令05（規程）第70号）

この規程は、令和６年４月１日から施行する。


